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○天城町平土野地区起業家支援事業補助金交付要綱

平成20年４月１日要綱第50号

改正

令和３年４月16日要綱第13号

令和４年４月１日要綱第２号

令和８年４月１日要綱第18-4号

天城町平土野地区起業家支援事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、地域経済の活性化に寄与することを目的とし、本町の中心商店街の活性

化を図るため、中心商店街において新たに創業する起業家に対し、予算の範囲内において創

業に伴う経費の一部を補助金として交付する。その交付に関しては、この要綱に定めるもの

のほか、天城町補助金交付規則（平成27年規則第８号）に定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１) 中心商店街 平土野地区

(２) 起業家 新たに創業を目指し、実際に事業に着手する者

（補助金交付対象者）

第３条 補助金の交付対象者は、本町の中心商店街において新たに創業する起業家であって、

次の各号に該当するものとする。

(１) 町税等の滞納がない者

(２) 申請日に本町に在住（住民登録）している、満20歳以上の者

(３) 補助金の交付を受けようとする者が直接、事業又は営業に携わること。

(４) ２年以上安定経営を図れる者

(５) 天城町暴力団排除条例（平成24年条例第12号）第２条第１項第４号及び第５号に該当

しない者

(６) 町長が特別に認めた者

２ 次の各号に該当する者は、補助金交付対象者から除く。

(１) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがある起業で、町が支援を行なうことが適当

でないと認められるもの。

(２) 法人において、社名又は代表者変更で事業する者

(３) 親に代わって、子又は親族が経営者となる者

(４) 仮設テント、仮設店舗で事業しようとする者

(５) 貸金業を営もうとする者

(６) 既存事業の単なる拡張をしようとする者

(７) その他町長が適切でないと判断する事業をしようとする者

（補助対象経費及び補助金額）

第４条 補助金交付の対象となる経費は、創業等の際に必要な経費で、別表に定める経費とす

る。

２ 補助金の額は、対象経費の２分の１以内とし、50万円を限度とする。

（交付申請等）

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、天城町平土野地区

起業家支援事業補助金交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなければならない。
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２ 前項の申請には、次の書類を添付しなければならない。

(１) 創業計画書（様式第２号）

(２) 収支計画書（様式第３号）

(３) 町税等完納証明書

(４) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に基づく住民基本台帳の住民票の写し（本籍、

筆頭者は省略）

(５) 創業経費の見積書（請負契約書の写し、購入備品等の見積書の写しなど）

(６) 開業にあたり必要となる許認可等に関する書類（必要な場合のみ）ただし、交付申請

時に当該許認可等を取得していない場合は、実績報告時までに提出するものとする。

(７) その他町長が必要と認める書類

（交付決定及び通知）

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、補助の可否を

決定し、天城町平土野地区起業家支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請

者に通知する。

２ 町長は、必要があると認めるときは、天城町商工会の意見を聴くものとする。

（報告又は調査）

第７条 町長は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、補助事業者に対し、報告を

求め、又は担当職員をして実地に調査させることができる。

（実績報告等）

第８条 申請者は、補助事業が完了したときは、速やかに天城町平土野地区起業家支援事業補

助金実績報告書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。

２ 実績報告には、次の書類を添付するものとする。

(１) 創業経費の領収書（工事、購入備品などの領収書）

(２) 創業に係る完成写真（工事前後の写真、備品購入写真など）

(３) 賃貸借契約書の写し（必要な場合のみ）

(４) 開業にあたり法令上必要な許認可等を取得したことを証する書類の写し ただし、当

該書類を交付申請時に提出している場合は、この限りでない。

(５) 事業開始日を確認できる書類（営業許可証、開業届、開業告知チラシ、ＳＮＳ、ホー

ムページその他営業開始の事実が確認できる書類をいう。）ただし、これらの書類の提出

が困難である場合は、天城町平土野地区起業家支援補助金事業開始日申立書（様式第６

号）を提出しなければならない。

(６) その他町長が必要と認める書類

３ 実績報告は、補助事業完了後30日以内に提出しなければならない。

（補助金の確定）

第９条 町長は、実績報告書の提出があったときは、その内容及び補助事業が完了したことを

確認の上、補助金の額を確定し、天城町平土野地区起業家支援事業補助金確定通知書（様式

第７号）により通知するものとする。

（補助金の請求）

第10条 交付決定者は、前条の規定により補助金の交付を受けようとするときは、天城町平土

野地区起業家支援事業補助金交付請求書（様式第８号）により、町長に補助金の交付請求を

行うものとする。

（補助金の交付）
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第11条 町長は、前条の規定により補助金の請求があったときは、交付決定者に対して補助金

を交付するものとする。

（決定の取消し及び返還）

第12条 町長は、補助金の交付を受けたものが、次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、既に交付した補助

金があるときは、その全部又は一部の返還を命ずるものとする。

(１) 虚偽の申請その他不正行為があったと認められるとき。

(２) この要綱の規定に違反したとき。

(３) その他町長が不適当と認めたとき。

２ 町長は、前項の規定により補助金交付の決定の全部又は一部を取り消したときは、天城町

平土野地区起業家支援事業補助金交付取消通知書（様式第９号 以下「取消通知書」とい

う。）により、交付決定者に通知するものとする。

３ 町長は、前項の取消通知書を受けた者（同一世帯の者も含む。）から再度、申請書の提出

があったときは、これを受理しないことができるものとする。

４ 町長は、補助金の返還を命ずるときは、天城町平土野地区起業家支援補助金返還命令書

（様式第10条）により通知するものとする。

５ 前項の規定により返還を命ずる額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額とする。

(１) 虚偽の申請その他不正行為があった場合交付した補助金の全額

(２) 補助対象経費の一部が要件に適合しないと認められる場合、当該不適合部分に係る補

助金相当額

(３) 事業開始後２年未満で事業を廃止した場合、経過期間に応じて算定した額

６ 前項の規定による返還額は、次の算式により算出するものとする。返還額＝交付済補助金

額×（24月－事業継続月数）÷24月

(１) 事業継続月数は、事業開始日の属する日から事業廃止日の属する月までを１月単位で

算定するものとする。

(２) 返還額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

（その他）

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。

附 則

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。

附 則（令和３年４月16日要綱第13号）

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。

附 則（令和４年４月１日要綱第２号）

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
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別表（第４条関係）

補助対象経費

創業に伴う下記の経費

・店舗等改装工事費

・設備費

・空店舗、駐車場等の賃借料（最大３ヶ月分）

・開業に伴う広告宣伝費

・備品購入費

※申請者と生計を一にする親族又は同一法人との取引は対象

外とする。

・開業に必要な資格取得に係る経費（法令上営業に必要な資

格であり、短期間の講習等により取得できるものに限る。食

品衛生責任者講習費等）

※大学、専門学校その他教育機関の学費、授業料等は対象外

とする。

・その他町長が必要と認める経費


